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地 震 時 人的被害の マ ク ロ プ ロ セ ス モ デ ル

一 プ ロ トタ イプの 構築とモ デル の 適用性 一

塩 野 計 司

（東京都立 大学 ・工 学部 ）

1 ．は じめ に

　地震防災 の 分野 で は 、 被害推定 の 技術 が さ ま ざまな局 面 で 利 用 さ れ る 。 震 災 対策の 基礎

調査と して 重要な位置を しめ る被害想 定は 、 種 々 の 被害事象に 対す る推 定結果の 集戒に 他

な らな い 。 また 、 か つ て は ハ ザ ー ド・マ ッ ピ ン グの 意味あ い が 強か っ たサイ ス ミ ッ ク ・ゾ

ゥネイ シ ョ ン に も 、 被害推定の要素を取 り入 れる こ と に より 、 災害評価 と して の 具体性が

高 い リス ク ・マ ッ ピ ン グの 性格を持 つ もの が多 くな っ た 。

　今 日 、 被害推定手法の 「品ぞ ろ え」億豊富で あり 、 1 ）対象事 象
’
、 2 ）対象地域 、 3 ）

利用形態な ど の 側面か らみ て 、 相当に 広 い 範囲がカ バ ーされて い る。 しか し既存の 手法を

見直 して み る と 、 膨大 な 「品 ぞろ え」 に もかかわ らず 、 なお カ バ ーしきれ て い な い 部分が

あ る こ と に 気づ く。 未解決の 問題の な か に は つ ぎの よ うな も の が あ る ：

1 ）開発途上 国に お け る人的被害の 問題 く対象
’
事象の 側 面 か ら）

　多 くの 開発 途 上国 に お い て 、その居住 環境 ・社会環 eCit災害へ の 配慮 を欠い た もの が主

体 をな し 、 ひ とたび地 震 の 発 生をみれば 、 今 日 なお死 者の 多発と い う昔なが らの 災 害形態

が 出現す る 。 開発途上国に おける減災の 問題は 、 国 際連合の提唱 に よ り開始 され た 「国際

防災 の 10年」 の 活動 （1990− ） に お い て も、も っ とも重 要 な課題 の 一
つ として 取 り上げ ら

れ てお り （第42回 国連総会決議 文 ）、 開発 途上国 に お ける死 傷者の 発生 を対象 と し、 そ の 低

減 に 寄与 す る た め の 研 究は 時 宜 を え た もの と思 わ れ る 。

2 ）地 球 規模 の ゾ ゥネィ シ ョ ン の 問題 （対象地域の 側 面か ら ）

　従来の サ イ ス ミ ッ ク ・ゾ ゥネイ シ ョ ン に は 、

一
つ の 都市や都市圏な どを対象 と した もの

が 多 く、
一つ の 調査 が一国 の 範囲 を こ え て 行わ れ る こ と は きわめて 希だ っ た 。 また 、 世界

的な視 野 で 行 わ れた 小数 の 例外 （恥 nchener 　Rilckversicherungs−Gesellschaft，且988な ど ）

も、ハ ザ ー ド ・
マ ッ ピ ングの レ ベ ル で 行 われた もの で あ り、被害推 定の 要素 を ふ くむ リス

ク ・マ ッ ピ ン グの 形 は と っ て い な い
。

　地 球全 体を視野に お さめ た 危険 穫評価 （具体 的 な手段 と して は リ ス ク ・ゾ ゥ ネイ シ ョ ン ）

は 、 地 球規模 の 減災 を展開 す るため の 有効な基礎 情報とな る で あ ろ う 。 ただ し、こ の よ う
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な脚査 を実現するた め に ‘ま、 国や地 域をこ えて適用 できる汎用的 な被害推定手法の 開 発 を

先行 させ る必要が ある 。

3 ）事 後緊急対策 へ の 適用 の 問題 （利用方法の 側面か ら）

　災 害の 軽滅 に は 、 施設の 耐震 化をは じめ とする 「事前対策」 の 効果だけで はな く、 「事

後 対策」　（緊急対応 ）の 効果に も期待 しなければ な らな い 。 しか し事 後 対策に は 、 発災直

後 の 「情報の 空 白期」 に開始 しなければ ならない とい う難 しさがあ る 。 と りわけ国際的 な

救 助活動 にはそ の傾向が 強 く、 情報収集の 遅れ に よ う て 出動や活動規 模 に 関する意志決定

が 阻害さ れ る ケ ース が 多い 。

　 「実情報」 の 入手が期 待で きな い とすれば 、 適 当な 「見当」 で代用 する こ とが考え られ

る 。 たと え 「見 当」 で は あ っ て も相応 の 確度 をもつ もの であれば、対策の あ り方を決める

た め の第一次的な 目標 と して の 妥当性が 認 め られ る 。 緊急対応 の 組立の なか に 「見 当づ け」

と い うプ ロ セ ス を持 ち込 むこ と に よ っ て 、 発 災直後 の 貴重な時間を有効に 利用 し、 事後対

策の 初動 を円滑化で きる可 能性があ る 。 こ の よ うな局面 に おける 被窖推定 の あ り方と して 、

実 際に発生 した地震の 記録 を入力 と した即時処理 が考え られ る 。

　こ の 研 究で は 以上 の 整 理 を もと に 、 地球規模で の 減災に寄与 す る こ とをね らい と して 、

つ ぎの よ う
’
な 目標を設 け て 被害推定モ デル の 開発 を行 っ た ：

．1 ）一つ の 地震 の 発 生 に と もな う死者数の推 定手 法を構築す る

2 ）こ の 推定 手法 を 、 国 ・地 域を越え て 適 用 で き る もの 〈汎用 モ デ ル 〉 と して 実現す る

3 ）こ の 推定手法 を 、 災 害 の事前評価の みならず 、 緊急対応 を効率化す るための 事後推

　　定 （即時推定 ）に も適用でき るもの として 実現す る 。

2 ．モ デル の 開発

2 ．1　 方 針

　地震 に よ る死 者 の 発生 プ ロ セ ス を図
一 1 の よ うな モ デル で 代表する こ と に し、これに も

とつ い て 被害推定 モ デル の 基本 部分 を構成する こ とに した 。

図一 1　 死 者 の 発 生プ ロ セ ス
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　地震に よ る 人的被害の 原 因 を世界 的な傾 向 と して み る と 、 建物 の 倒 壊 が圧倒的 な地 位を

占める 。 死 者 （今 世紀 の 総 数 ： 140万人 ） の T5％以 上 が建物の 倒壊 に よ っ て 発生 して い る

（Coburn　et　al．，！989）。 建物の 倒 壊につ づ く重要 な原 因に は地震 火災 、 地変 、 津波などが

あ るが 、 こ れ ら に よ る死者数の 割合は小 さ い
』
。 こ の よ うな点か らみ て 図

一 1 に 示 した の 簡

単な モ デル が充分に 実用 的なもの で あ る可能性 は高 い 。

　火災 、 地 変 、 津波な どに よ る死者 に つ い て は考慮 しな か っ た 。 こ れ は プ ロ トタ イ プ （と

りわ け 初期段 階 に お け る） を構築す る うえ で の判断であ り 、 将 来 的 に は こ れ ら の 原因に よ

る死 者数 を推定 す るため の サ ブ ・モ デル を実現 し、 モ デ ル の 基 本 部分 に ビル トイ ン す る こ

と を考え た 。

　人的被害に つ い て 考 える場 合 、死 者 とな らん で 負傷者の 問題 が あ る 。 死者の 発生 に は本

来、時間依存的な性絡 （負傷者が死 亡す る）があ るた め に 、両者をぺ つ ぺ つ に取 り扱 うこ

と に は限 界 が あ る 。 しか し 、 当面 は 災害が収 束 した 時 点 に おけ る死者 と負傷者に つ い て 考

え る こ と に し 、 負傷者 数に つ い て は死者数の 推定 値を もと に 、既往の 経験則 （Alexander，
1985 など） に よ っ て 推 定す る こ と に した 。

　こ の 研 究で は 、 汎用 的に （国や地域 を こ え て ）適 用 で きる とともに 、事 後 の 即 時推 定 に

も適用 で きる よ うな 被 害推 定 の 方法 の 開発 を 目指 して い る 。
こ の 2 つ の 条件の い ず れによ

っ て も、 推定 モ デル へ の入力 情報は質的 ・最的に制限され る こ と に な る 。 第 1 の 条件か ら

は 、世界中ど こ へ 行 っ て も入 手で きそ うなデータだけを地域情報に 選ぶ 、 と い う要求が生

じる 。 第 2 の 条件 か らは、地 震に 関する情飆をで きるか ぎ り限定 す る 、 と い う要求が生 じ

る ； 推 定 に 用 い る 地 震情報をで きるだけ切 り詰め る こ と に よ っ て 、 地 震情報の 収集 に要す

る時間を短縮 す る必要 があ る 。

2 ．2　 モ デ ル の 構成

（1 ）入 力情 報

　地震 に 関す る 入 力情 報に は 、 つ ぎの 2 つ を使 っ た ： 1 ）規模 く表面波 マ グニ チ ュ
ー

ド ：

Ms ）、 2 ）震央位置 。 こ の 2 っ の 情報は 、 地球上 の ど こ で 発生 した もの で あれ 、相応 の 被

害を伴 うほ ど の 地 殿で あ れば、ほぽ即時 的 に 入 手す る こ と が で きる 。 これ らの 入 手 に要す

る 時閭 は 被害情 報 の 場合に くらべ 格段に短い 。

被災地 域に 闃す る 入 力情 報 （地域 データ ） に は 、 つ ぎ の 3 つ を使 っ た ： 1 ）人 口密度、
2 ）建物 種別、 3 ）地盤 の 増幅特性 。

　建物 龝 別 ： 建物 の 種別は 、 1） 耐力部材 （承重要 素） の構造 と 、 2 ）壁の 材 料 に 着目 し

て 7 っ に 分類 した （図 一 3 参 照）。 こ の 分類に よ っ て 、 1 ）建物の 強度 （地 震に 対す る脆 弱

性 ） と 、 2 ）被害を受 けた建物が人間に 及 ぽすイ ン パ ク トの 大 き さ （人 的被害の 誘発 性）

が ほ ぼ識 別 で きる と考えた 。 建物の特性に は 、 こ の 2 つ 以 外 に も人的被害の 発 生 に 影 響す ・
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る もの が ある 。 屋根の 材料 （重量 ） や建物 の 大きさ （強度や 収容人数 と関連 ） な ど で ある

が 、

’
こ こ で は考慮 しなか っ た 。

　地盤 の 増幅性 ； 地盤の 増幅特性は 、 基盤 （岩盤 ）で の 震 度 に 対す る増分と して 与 えた 。

震度増分 を推定する た めには 、地形 学 、地質 学、地震工 学などの 分野に おける 既存 の 手 法

や 知識 を用 い る こ とが で き、 そ の 結果に は 相当の 精度 が 期待で きる 。 堆 定 モ デ ル の テ ス ト

（後 述） で 用い た震度増分 の 値を表 一 1 に 示 した 。

表 Ll
　地盤の 影饗によ る震度 増分の 例

地　域 地 　質 震 度増分

憩anagua ，　閥三caragua

Tangshao
，　China

E1　Asnam，　Algeria

§an 　Salvador，　EI　Salvador

沖積　（湖岸 t　Vs〜 200　m ／s ）

沖積 （平 原）

沖積　（Valley　Deposit）
沖積 （未固結火 山灰）

2770100

り
6

震度の ス ケ
ール は MSK 震 茂 陪 。

癢度 分布図 や 地震観測結果 な ど 、 被害報 告 の 記 載を もと に 震度増分を推定 した 。

（2 ） 知 識

　っ ぎ の ・よ うな知識 （経験 式 ） に よ っ て 推定モ デ ル を構成 した ； 1 ） マ グ ニ チ ュ
ー ドと最

大震度 （震央震度） の 関係 、 2 ）震 度 の 滅衰式 （震央距雌と震度の 関係）、 3 ）建物種別 ご

とめ倒 壊率 関数 （震度 と倒壊率 の 関係）、4 ）建物被害率と死 者発 生率 の 関係 。 こ れ らの 関

係式を用 い た処理 の イ メ ージ を図
一2 に 示 した 。

D鵡 ∫，
［… （1）］d ・ de

　　　 D ： 全死者数 （人）

　　　 d ： 死者発生密度 （人！km2）

　　　 1 ： 震度

　　　 〉 ： 建物倒壞率

　　　 ρ ： 人ロ密度 （人1km2）

図
一2　 死者数の 推定方法 （処理 の イメ

ー
ジ）
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　震 度 ； マ グニ チ ュ
ー ドと最大震度の 関係に は Karnik （1965） の 研究な どが 、 震度の 滅

衰式に は Chandra　 et 　 a1 ．（1979）の 研 究な どが あ る6 最 大震 度 や距 離 滅衰 に は地 域 依存的

な 性格 が あ る．た め 、 そ の 影 轡を考慮 して 震度 分布を評価する こ と に した 。 震度分布は 、 震

央を 中心 とす る伺心 円 で 近 似 した 。 等震度曲線は一般 に 、 断層の 形状 や形 成過 程 、 あ るい

は地形 ・地質 （異方性） の 影響を受け て 真の 円 に はな らな い 。 し か し、 第一
近 似的 には 円

で 代表で きる場合が 多い 。

　建物 倒壊率 ： 既存の 被害デー
タ （調査報 告や論 文な ど の 出版物か ら収集）を整理 し、 7

っ の 建物種別 ご とに倒壊率関数 を与えた （図
一3 ）。 「倒壊」 とは 「修復不能」 の 被害 レ ベ

ル を指す もの と考 えた 。 なお分祈 した調査資料 には デ
ー

タの 処理 方法や用語に関す る不 統
一が あ り 、 デー

タ の 整合性 に は閥題が な い わ けで はな か っ た 。 しか し地球上 の あ るあ らゆ

る建物 （も っ と も脆 弱 な もの か ら 、もっ と も耐震 的 な もの ま で を ふ くむ ） の ご く大 まか な

分類 （？糧類） に対 し 、 それ ぞれ の 脆 弱性を第一近 似的に評価す る うえ で は 、さ した る障

害に は な らなか っ た 。

倒 壤 率 （％）
　 100

80

60

40

20

ハ
◎

0
7 8　　 9　　 10

震 　度　（MSK ）

11 12

図 一3　 建物の 倒 壊率 関数

　死 者発生 率 ： 建物倒 壊率 と死 亡者発生率の 関係は 、 Coburn　et 　aL （1989）が整理 した結

果を参照 し 、 こ れ をわずか に 単純化 して 与 え た （図 一4 ）
。

2 ．3　 テ ス ト

　実 現 した モ デ ル の 推定精度 を、1960年か ら 1986年の あ い だ に 発生 し た 且6個 の 地 震 （表 一

2 ） に よ っ て 調 ぺ た 。 こ れ らの 地震 は 内陸に 発生 した 浅 発地震 で 、 相 当の 被害 を伴 っ た と

い う点 で 共 通 して い る 。 建物 の 倒壊以外の 原 因 （火災 、 地変 、 津波 な ど） に よ る 死 者が 卓

越 した地震 は含まれ て い ない 。 こ れ らの 地震に つ い て 死 者数 の デ ー
タ と 、 推定 に 必要な入

力情報 （被災地域の 人 口密度 、 建物 種別 、地 盤 の 影響 に よる震 度増分 ； 地震の マ グニ チ ュ

ー ドと震 央位置 ） を収集 した 。 こ の 作業に は 地震の 調 査 報告や 各種 の 統計轡を利用 した 。
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死者発生率 （％）

　 　 　 30

20

10

死者率 ・ 鏨難

倒 壊 率 （％）

図 一4　 死者の 発生 率関数

表一2 　被害推定モ デル の テ ス トに 用い た地 震

地震 ， 国 年 M 死 者 （人 ）
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0 　死 者数の データ と 推定値 を比 較し
た（ 図一 5 ） 。 推 定 モデルを 構成する 諸 要

素
の 第

近 似 的 な性 格に もか か わ
ら

ず 、データと 推定値 の 対応は ほ ぼ満 足で き る も の だ った 。

定 値と デー タの比（推定 値 ／デー タ ）は平均が 1 ． 6 、これに対 す る 70 ％の 信頼区間がO ．　54 〜

D8 （平 均値に 対しておよそ1 ！ 3 〜 3 倍）だっ た 1 死者数のオーダー だけを 問 題にす れ ば

70 ％ の確 率 で 正 し く推 定でき る こ とが 示 された 。 なお、死者数 が LOOO 人以上 の地震 （

個 ）に限 っ て みれば、デ ータと 推定 値 の 相関はさら によ く、両 者の比は 平 均が1 ． 2 、これ

対 する？ e ％ の信頼区間が 0．59 〜 2 ．5 （ 平均値に対し ておよ そ 1 ／ 2

2 倍）だっ

。
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図
一 5　 死 者数 の 認録と推定値の 比較

4 ．お わ りに

　地震 に よる死 者の 発生を、巨視的 なプ ロ セ ス モ デル に よ っ て 記載す る 方法 を開発 し 、 国

や 地域を こ え て適用 で き る推 定方法 （汎用モ デ ル ）と して 提案 した 。 こ の モ デルの 汎用性

を高め る ため に 、推 定 に 用 い る地域デー
タ に は 、どの よ うな国や 地 域で も準備 で き そ うな

もの だ けを使用 し、地 域デ ータが得 られな い こ と に よ っ て モ デ ル の 遭 用性が 失わ れる こ と

が な い よ うに 配慮 した 。 こ の 研 究で実現 したプ ロ トタイ プ ・ モ デ ル で は 、 地域 の 特性 を表

す指 標 と し て 人 口 密 度 、 建 物 種別 、 地 盤特性 （震度増分で 表 した 地盤 の増幅性 ） の 3 つ を

用い た 。

　また 、 こ の 推定モ デル に は 、 仮 想 の 地 震に よ る事前推定の み な らず 、 実地震記録 に よる

事後推定 （即時推 定 ） に も適用 で きるよ うな構成を取 り入 れた 。 地震 に 関する入力 データ

に は 、 地 震 の 発 生 か ら間をお かず に 入 手できる もの だけ （マ グニ チ ュ
ー ドと震 央位 置）を

使 用 し、こ れ に よ っ て 被害推定 の 即 時性を実現 した 。

　こ の 推 定 モ デ ル に は 、 そ の 汎用 性 に 注 目すれば 、 地 球 的 な視野の 危 険度評価 （リス ク ・

ゾ ゥ ネ イ シ ョ ン 〉に おける ツ ー一一ル と して の 役割が 期待で き、災害の 事 前評 価 を通 じて 長期
的 な 減災 対策 の 展開に 寄与 し うる可能性 がある 。 また 、 こ の 推定 モ デ ル が もつ 即時 性に 注

目す れば 、 発災直後の 「情 報 の 空 白期 亅に あ っ て 緊急対応 （と りわ け 国 際 的 な 救助 活動）

の 意志決定を 支援 す る手段 と して の 役 割が 期待 で き 、 事後対策の 効率 化 に も寄与 しうる可

能性 が 認め られ る 。
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　こ の 研 究で 構築 した モ デル の 推定精 度 は、モ デル を構成する諸要紊の 第一
：近 似的

「
な性 格

に もかか わ らず 、 ほぼ 満足 で きる もの だ っ た 。 死 者数が 100・一．10万 人 の 範囲に あ る 亘6個の 地

震 の デ ータを 用 い てテ ス トした結果 、 およそ 70％ の 確率で 死者数 の オ
ー

ダ
ー

を正 しく推定

で きる こ とが 明 らか に な っ た 。

　今 回実現 し た モ デ ル に は、等震度 曲線 の 楕円近似の よ うに 、 単な る 数値処理 上 の 問題 と

して 容易に 改良 で きそ うな部 分が残 っ て い る 。 また 、 建物被害や死者の 発生 に 関す る 経験

式 の 改善な ど 、 災害事象の 解釈を含む やや複 雑 な問題 もあ る 。 さ らに は負傷者の 問題 や 、

火災 、地 変 、 津 波 な どによ る死傷者の 問題 の よ うに 、 手付 か ず の ま ま で 残 っ て い る もの も

ある 。 こ れ らの 問題 に つ い て は 、 プ ロ トタイプ ・≒デル の 改善をへ て 実 用モ デル の 構築に

い た る今後 の 展開 の な か で 順 に 処理 して い きた い 。

　こ の 推定 モ デ ル を実用化 する た め の 過程 に お い て 、デー
タベ ー

ス の 開発 とい う問題 を避

け て通 る こ と は で きな い 。 モ デル の 汎用性は 、 推定に必要な地域情報を世界中か ら収集 し、

デ ータ ペ ース 化す る こ とに よ っ て 、 は じめて 現実の もの に な る 。

一方 、即 時推 定 へ の 応用

の 観 点か らみて も 、 発災後の 限 られた時間内に 被災域 の 地 域 デ
ー

タを収 集 す る こ とは不 可

能 で あ り 、 世界規模 で の 地 域デ
ー

タ ベ ー
ス を 準備 して お くこ とが 不可欠 と考え られ る 。 必

要な地 域デー
タ が 「国や 地 域を こ え て 準備 しやす い 」 もの に 限 ら れ て い る とは い え 、全世

界を相 手と したデ
ー

タベ ース作 りが 容易な こ ととは考え られな い 。 推 定 モ デル の 実用化に

向 け て 、 解決 しなければ な らな い 最大 の 課題 の よ うに 思 わ れ る 。

　こ の 研究の 立案に さい し東京大学 ・地震研究所の 太田　裕先生 よ り多大な援助をい た だ

い た 。 研 究を進め る に あ た りケ ン ブ ッ リジ大学 ・
マ
ーチ ン 建築都 市研 究 セ ン タ

ーの A ．コ ゥ

パ ー
ン 博士 との 饑論は 有益だ っ た 。 記 して 感 謝す る D

引 用 文 献

《1exander，　D．，

幽
1985，　Deaths　and 　Injury　i皿 eartbquakes ，　Disaster8，　VoL　9、　厨o．1、

　 　 PP◆57−60，
Cha1idra，　”．，　」．6．　闘c冒horter，　and 　ム．　A．　Nowroozi，　1979，　Atteouation　of 　intensities
　　 in　Iran，　Bulletin　of　 Seismological　Society　of 　America。　Vol．69．　四〇．　L
　　 pp．237−250．
Cobロrn ，　A．蜜．，　A．　Pomonis，　and　S．　Sakai，　1989，　Asses三ng 　strategies 　to　redoce

　　 fatalities　in　earthquakes ，　Proceedings　of 　Internationa1　可orkshop 　on

　　Earthquake　lnjury　EPidemiology　for　盟itigation　and 　Response、　亅uly 　10
−i2，　1939，

　　 Balti旧ore ，　U．S．　A．．　pp．　P107−Pl32。
Karni匡，　V．，　1965．　闘agnitude −intensity　relations 　for　Europea皿　and 　蘭editerranean

　　 seismic 　regions ，　Studia　Geoph．　et 　Geod．，　VoL9 ，　PP．236−249．
匿巳nohener 　R動ckversicherungs −Gesellschaf1」，　1988，　胃orld 　劉ap　of　Natural　闘azards ．
　 　 2nd　edition ，　M礁nich ，　Deutschla驂d．

一194　一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


